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はじめに 

このたび、令和６年度（２０２４年度）からの８年間の保健、医療、福祉の基本的な考え方を示す「世田

谷区地域保健医療福祉総合計画」を策定しました。 

本計画は、「誰一人取り残さない 世田谷をつくろう」を基本方針に据えた、保健医療福祉分野の計

画を貫く基本的・横断的な施策の方向を示す計画です。 

 

区ではこれまで、参加と協働を基盤に、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる

よう、高齢者だけではなく、障害者、子育て家庭、生きづらさを抱えた若者、生活困窮者など、困りごと

を抱えた全ての区民を対象とした「世田谷版地域包括ケアシステム」の推進に取り組んできました。 

 

今回は、１０年ぶりの計画改定となりました。この間、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による地

域コミュニティや地域経済への重大な影響があり、大規模台風やゲリラ豪雨の頻発といった災害の常

態化、世界情勢などに起因した物価高騰などにより、区民生活や区内産業は大変厳しい状況下にある

とともに、所得格差や地域社会の分断の広がりへの懸念、社会インフラの老朽化などの課題もあり、区

を取り巻く状況は厳しさを増しています。 

 

こうした社会状況の変化を踏まえ、区では、令和６年度（２０２４年度）を初年度とする区の最上位の

行政計画である新たな基本計画において、区が目指すべき方向性を「持続可能な未来を確保し、あら

ゆる世代が安心して住み続けられる世田谷をともにつくる」としました。 

 

区の保健、医療、福祉の基本的な考え方を示す本計画においては、基本計画の方向性を踏まえ、

「誰一人取り残さない 世田谷をつくろう」を基本方針に据えます。これは、社会状況の変化等により、

区民の抱える困りごとも多様化・複雑化してきている中で、誰もが安心して暮らすことができる「地域共

生社会」を実現するという決意を示すものであり、この基本方針のもと、世田谷版地域包括ケアシステ

ムのさらなる強化に取り組み、区民の抱える困りごとに隙間なく対応していきます。 

 

また、この計画は、社会福祉法第１０６条の５の規定に基づく「重層的支援体制整備事業実施計画」を

はじめ、成年後見制度を十分に普及させ、必要な体制を整備するための「世田谷区成年後見制度利用

促進基本計画」、再犯防止の取組みを総合的に推進するための「世田谷区再犯防止推進計画」を包含

しています。 

 

各計画の策定にあたり、パブリックコメント等でご意見をいただいた区民や事業者の皆様、真摯にご

議論をいただいた区議会並びに世田谷区地域保健福祉審議会をはじめとした各計画の検討委員会等

の委員の皆様に厚くお礼申し上げます。 

 

令和６年（２０２４年）３月 

世田谷区長 

保坂 展人 
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第１章  

計画策定にあたって 
 

第１節 計画策定の趣旨 
 

世田谷区（以下「区」という。）では、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、「地域

福祉計画（平成7～16年度）」の策定以降、「地域保健医療計画（平成10～15年度）」、「地域保健医療

福祉総合計画（平成16～25年度）」、「地域保健医療福祉総合計画（平成26～令和5年度）」を切れ目

なく策定し、保健、医療、福祉の各専門分野にかかる基本的な方向を定めてきました。 

平成26年（２０１４年）3月に策定した前計画では、高齢者、子ども、障害者など、各分野が横断的に

取り組むべき施策の方向として、「１．地域包括ケアシステムの推進」、「２．区民、事業者等との協働によ

る福祉の地域づくり」、「３．地域福祉を支える基盤整備」という３つの柱を打ち出しました。 

この方向性を踏まえて、高齢者分野では「世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を、

障害者分野では「せたがやノーマライゼーションプラン(世田谷区障害施策推進計画)」、子ども分野で

は「世田谷区子ども計画（子どもの貧困対策計画、子ども・若者計画等を内包）」、健康分野では「健康

せたがやプラン」を策定し、分野毎の施策を進めてきたところです。 

この間、区では少子高齢化が進行し、ひとり暮らし高齢者が増加しています。また、新型コロナウイル

ス感染症の世界的な流行（パンデミック）や不安定な世界情勢に起因する物価高騰などの社会的要因

も重なり、区民同士の交流機会の減少や経済的に困窮する人が増加するなど、区民の日常生活に大き

な影響を及ぼしています。また、保健医療福祉分野では、複数の困りごとがありながら支援を受けてい

ない人や世帯、経済的な困窮を背景に様々な問題に直面する人や世帯など、「制度の狭間＊」や「既存

の制度の支援では不十分であった課題」が顕在化し、分野を超えた対策の必要性が高まっています。 

こうした状況のなかで、区は、区制100周年を見据え、令和６年度（2024年度）を初年度とする向こ

う８ヵ年の「世田谷区基本計画」を策定しました。基本計画では、区政が目指すべき方向性を「持続可

能な未来を確保し、あらゆる世代が安心して住み続けられる世田谷をともにつくる」と定めました。この

区政の方向性を踏まえ、誰もが取り残されることなく暮らせる世田谷を目指し、保健医療福祉の基本

的な考え方を示す、新たな「世田谷区地域保健医療福祉総合計画」（以下「本計画」という。）を策定し

ました。 

本計画は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行を経て進むウィズコロナ・ポストコロナ社会の生

活様式の変化、個人の多様性の尊重、デジタル技術の社会実装化、国際社会全体で達成を目指す

SDGｓなどを念頭におき、国全体で進める「地域共生社会」の実現に向けて、保健医療福祉施策の基

本方針となるものです。 

また、本計画は、改正社会福祉法に基づき新たに創設された重層的支援体制整備事業の「実施計

画」、成年後見制度利用促進法に規定する「市町村成年後見制度利用促進基本計画」並びに再犯防止

推進法に規定する「市町村再犯防止推進計画」を包含します。 
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第２節 計画の位置づけ 
 

（１）根拠となる法律・条令等 

● 社会福祉法第107条の規定に基づく「市町村地域福祉計画」とします。 

● 世田谷区地域保健福祉推進条例第16条の「推進計画」とします。 

● 世田谷区地域保健福祉推進条例第17条の「行動指針」とします。 

● 高齢者や障害者、子育て家庭、生きづらさを抱えた若者、生活困窮者など、誰もが地域で暮らしてい

く際に必要となる保健、医療、福祉の各分野の基本的な考え方を明らかにする計画とします。 

● 東京都の地域福祉支援計画を踏まえた計画とします。 

● 東京都の保健医療計画を踏まえ、医療と保健、福祉との連携の方向性を示す計画とします。 

● 社会福祉法第106条の5の規定に基づく「重層的支援体制整備事業実施計画」を包含します。 

● 成年後見制度の利用の促進に関する法律第14条第1項に規定する「市町村成年後見制度利用促進

基本計画」を包含します。 

● 再犯の防止等の推進に関する法律第8条第1項に規定する「地方再犯防止推進計画」を包含します。 

 

※法律・条令の説明は、第６章第４節に掲載しています。 
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（２）計画の役割、諸計画との関連 

● 本計画は、区政の基本的な指針である「世田谷区基本計画」で示されたまちづくりの方向性を踏まえ、

保健医療福祉の各分野に共通する基本的かつ横断的な施策の方向を示すものです。 

● 本計画は、「世田谷区地域行政推進計画」で示された区政運営の基盤である地域行政制度の基本

的な考え方や方向性を踏まえ策定します。 

● 本計画には保健医療福祉分野以外に関連する施策も含まれることから、生涯学習（学校教育、文

化･芸術、スポーツ）、産業振興、都市整備（住宅政策を含む）、男女共同参画・多文化共生推進等の

計画、施策、地域活動との連携についての基本的な考え方を示します。 

● 保健医療福祉のそれぞれの分野における施策と事業については各個別計画等に位置づけ、計画的

に実施します。 

● 区の地域福祉を推進するうえで両輪となる、社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会＊が策定する

「世田谷区住民活動計画」との連携を図ります。 

 
図表 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

世田谷区地域行政推進計画 
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（３）計画期間 

計画期間は、令和6年度（2024年度）から令和13年度（2031年度）までの8年間とします。 

中間年での見直しを図ることで、機動的・実践的な計画とし、社会状況の変化などを一層反映できる

計画とします。 

 
図表 主な計画の期間 

計画名 

令和6 

年度 

令和7 

年度 

令和8 

年度 

令和9 

年度 

令和 10 

年度 

令和 11 

年度 

令和 12 

年度 

令和 13 

年度 

2024

年度 

2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

2029

年度 

2030

年度 

2031

年度 

世田谷区基本計画 

 

令和 6～13 年度（2024～2031 年度） 

 

 

 

 

世田谷区地域行政推進計画 

次期 

令和 6～９年度 

（2024～202７年度） 

 

世田谷区地域保健医療福祉総合計画 

 

令和 6～13 年度（2024～2031 年度） 

 

 

 

 

せたがやインクルージョンプラン 

―世田谷区障害施策推進計画― 

次期 

令和 6～8 年度 

（2024～2026 年度） 

 

世田谷区高齢者保健福祉計画・介護

保険事業計画 

第 9 期 

令和 6～8 年度 

（2024～2026 年度） 

 

世田谷区子ども計画 第２期 

第 3 期 

令和 7～1６年度 

（2025～2034 年度） 

健康せたがやプラン 

次期 

令和 6～1３年度 

（2024～2031 年度） 

（参考）世田谷区社会福祉協議会 

「世田谷区住民活動計画」 
 

次期 

令和 7～14 年度 

（2025～2032 年度） 

 

  

令和９年度（2027 年度）以降も策定予定 

令和９年度（2027 年度）以降も策定予定 

令和１０年度（202８年度）以降 
も策定予定 

中間見直し 

中間見直し 
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（４）世田谷区基本計画（令和６年度～令和 13 年度） 

基本計画は、区が重点的に取り組む政策、施策の方向性を明らかにした区政運営の基本的な指針

であり、区の最上位の行政計画です。人口動態の変化をはじめ、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大や、自然災害の常態化など、この間の社会状況の変化を踏まえ、令和６年度（2024年度）を初年度

とする８年間の新たな基本計画を策定しました。基本計画では、区政が目指すべき方向性をはじめ、計

画の理念や重点政策等を示すとともに、基本計画に定めた理念や目標の実現に向けて、中期的な展望

に基づき、区としての具体的な取組みを定めた総合的な行政計画である実施計画を一体化しています。

基本計画との整合を図りながら、実施計画に掲げる事業をはじめ、保健医療福祉分野における様々な

取組みを本計画において具体化していきます。 

 

区政が目指すべき方向性 

「持続可能な未来を確保し、あらゆる世代が安心して住み続けられる世田谷をともにつくる」 

 

基本計画の理念 

参加と協働を基盤とする 
参加と協働による政策、施策の展開を区政運営の基盤とします。また、区民の主体的

な参加への意欲を引き出すコミュニティづくりにつなげます。 

区民の生命と健康を守る 

生命と健康を守ることは、自治体として最優先の課題であり、引き続き全力で積極的

に取り組み、身体的な健康のみならず、心の健康につながる心の豊かさなどの視点

に配慮します。 

子ども・若者を中心に据える 

子ども・若者を地域を一緒に創っていく主体として明確に位置づけ、参加しやすく、自

分たち自身が社会の真ん中にいると実感できるよう子ども・若者の「今」に焦点をあ

てて政策、施策の組み立てを考えます。 

多様性を尊重し活かす 

異なる立場や様々な価値観を持つ人々がともに社会を構築できるよう、年齢、性別、

LGBTQ＊などの性的指向及びジェンダーアイデンティティ＊、国籍、文化の違いや障

害の有無などから、価値観や家族のあり方、ライフスタイルの多様性まで、広く多様性

を尊重し活かしていきます。 

地区・地域の特性を踏まえる 
各地区や地域の特性・課題などを十分考慮し、それぞれの区民ニーズを的確に捉えて

政策、施策を組み立てます。 

日常生活と災害対策・環境対策

を結びつける 
日常生活と災害対策・環境対策を常に結びつけて考え、政策、施策を組み立てます。 

  

 

  



 

8 

重点政策 

基本方針の目標実現に直結し、基本計画の具体化に不可欠で特に重点的に取り組むべき政策であ

り、分野横断的な体制を整えて取り組む必要がある政策について、重点政策として位置づけています。 

 

分野別政策 

「分野別政策」では、基本構想に定める「九つのビジョン」を具体化するための政策を各分野におい

て体系的に整理するとともに、各分野における課題や施策の方向性などを明らかにしています。 

 

実施計画 

基本計画に定めた理念や目標の実現に向けて、中期的な展望に基づき、区としての具体的な取組み

を定めた総合的な行政計画として位置づけており、重点政策に関わる事業や、その他個別計画におけ

る重要な事業を選定しています。 

年度ごとに事業の進行状況の把握、評価を行い、事業や目標値の見直しなど計画内容の調整を図

るとともに、進捗状況を公表します。また、実施計画の評価を基本計画と連動させ、中間年において一

体的に評価を行っていきます。 

各事業に、事業の実施結果を測る活動指標（アウトプット指標）に加えて、目標達成の度合いを測る

成果指標（アウトカム指標）を設定することにより、事業の成果を明確にし、事業手法の改善や、新公会

計制度に基づくコスト分析等に活用します。 

なお、本計画の第４章に記載の各推進施策においても、実施計画との整合を図り、令和６年度（２０２

４年度）から令和９年度（２０２７年度）までのアウトプット指標（取組みの行動量）とアウトカム指標（取組

みの成果指標）を設定しています。 

 
図表 世田谷区の計画体系（基本計画より抜粋） 
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（５）地域行政推進条例・地域行政推進計画 

令和４年（2022年）に区は、区政運営の基盤である地域行政制度の改革について必要な事項を定

め、区が区政の課題の解決を図る体制を強化し、地区及び地域の実態に即した総合的な行政サービス

及びまちづくりを推進し、もって安全・安心で暮らしやすい地域社会を実現するため地域行政推進条例

を制定しました。 

条例では、まちづくりセンターを、区民生活を包括的に支援する地区の行政拠点として、総合支所を、

地域経営を担う地域の行政拠点として位置づけるとともに、区の責務として、地区及び地域において、

区民が必要な行政サービスを利用することができる環境の整備、区民が区政に関する意見を述べるこ

とができる環境の整備とともに、区民がまちづくりに取り組むための必要な支援を行うことを定めてい

ます。 

また、区の責務を果たすうえで、まちづくりセンターが、区民生活に寄り添い、区民から頼りにされる

行政拠点としてその機能の充実強化を図り、総合支所が、地域を経営する機能を強化し、本庁が、地

域行政制度の意義や目的を踏まえた区政運営に取り組むための基本方針を定めました。 

条例に基づく、地域行政推進計画（令和６年度～９年度）では、世田谷区基本計画における基本方針

のうちの「参加と協働を基盤とする」「地域・地区の特性を踏まえる」を理念とし、条例に掲げる基本方針

の下で、次の７つの事項を地域行政の基盤とし、具体の取組みを推進しています。 

 

＜地域行政の基盤＞ 

（１）地区・地域課題の解決 （２）多様なコミュニティづくりと区民参加の推進 

（３）地域福祉の推進（地域包括ケアの地区展開の充実） （４）地域防災力の向上 

（５）安全で魅力的な街づくり （６）行政サービスの向上 （７）地域行政の運営体制の充実 

総合計画と関連の深い「（３）地域福祉の推進」の基本となる考え方は以下のとおりであり、総合計画

と整合を図りながら地域行政を推進します。 

 

 

  
◇地域福祉の推進（地域包括ケアの地区展開の充実） 

高齢者だけではなく、障害者、子育て家庭、生きづらさを抱えた若者、生活困窮者など困りごとを抱え

た全ての区民を対象として、医療、福祉サービス、住まい、予防・健康づくり、生活支援の５つの要素が一

体的に提供される世田谷版地域包括ケアシステムについて、今後、多様化するニーズに応えるため、区民

のライフステージやライフスタイルに大きく関わる就労、教育、社会参加、防犯・防災を新たな要素として加

え、世田谷版地域包括ケアシステムの強化を図り、地域共生社会の実現を目指します。 

地区における四者連携（まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター、社会福祉協議会地区事務局・

児童館）を基盤に、共助による見守りネットワークづくりや身近なところで福祉の相談や手続きのできる

環境の充実を図ります。あわせて福祉に関する社会資源の開発と福祉のまちづくりにおける区民との協

働を推進します。 
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（６）ＳＤＧｓとの関係 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標。エスディージーズ）は、平成27年（2015年）9月に国連で採択された

令和12年（2030年）までに先進国を含む国際社会全体で達成を目指す17の国際目標です。国は平

成28年（2016年）に「ＳＤＧｓ実施指針」を定め、地方自治体の各種計画等への最大限の反映を奨励し

ています。本計画は、ＳＤＧｓの理念である「誰一人取り残さない」社会を念頭において施策を推進しま

す。 

なお、５番目のゴール「ジェンダー平等を実現しよう」は、分野横断的な価値としてSDGｓのすべての

ゴールの実現に不可欠なものであるため、あらゆる政策においてジェンダーの視点を確保し施策に反

映する「ジェンダー主流化＊」が求められます。 

また、17番目のゴール「パートナーシップで目標を達成しよう」の中には「マルチステークホルダー・パ

ートナーシップ」という概念が含まれており、行政・民間・区民の協働によって持続可能な社会の実現を

目指すことが掲げられています。これは、基本計画の理念に「参加と協働を基盤とする」を掲げる世田

谷区において、計画全体を貫き計画の土台となる根本的な考え方であるため、政策や施策を推進する

手段として捉えればすべての政策と関係があります。 

 

図表 ＳＤＧｓ17 の国際目標（ゴール） 
  

 

【貧困をなくそう】 
あらゆる場所のあらゆる形態の

貧困を終わらせる。 
 

【飢餓をゼロに】 
飢餓を終わらせ、食糧安全保障及

び栄養改善を実現し、持続可能な

農業を促進する。 

 

【すべての人に健康と福祉を】 
あらゆる年齢のすべての人々の

健康的な生活を確保し、福祉を促

進する。  

【質の高い教育をみんなに】 
すべての人々への包摂的かつ公

正な質の高い教育を提供し、生涯

学習の機会を促進する。  

【ジェンダー平等を実現しよう】 
ジェンダー平等を達成し、すべて

の女性及び女児の能力強化を行

う。 

 

【安全な水とトイレを世界中に】 
すべての人々の水と衛生の利用

可能性と持続可能な管理を確保

する。  

【エネルギーをみんなにそし

てクリーンに】 
すべての人々の、安価かつ信頼

できる持続可能な近代的エネル

ギーへのアクセスを確保する。 

 

【働きがいも経済成長も】 
包摂的かつ持続可能な経済成長

及びすべての人々の完全かつ生

産的な雇用と働きがいのある人

間らしい雇用(ディーセント・ワー

ク)を促進する。 

 

【産業と技術革新の基盤をつく

ろう】 
強靭（レジリエント）なインフラ構

築、包摂的かつ持続可能な産業化

の促進及びイノベーションの推進

を図る。 

 

【人や国の不平等をなくそう】 
各国内及び各国間の不平等を是

正する。 
 

【住み続けられるまちづくりを】 
包摂的で安全かつ強靭（レジリエ

ント）で持続可能な人間居住を実

現する。 

 

【つくる責任つかう責任】 
持続可能な生産消費形態を確保

する。 
 

【気候変動に具体的な対策を】 
気候変動及びその影響を軽減す

るための緊急対策を講じる。 
 

【海の豊かさを守ろう】 
持続可能な開発のために海洋・海

洋資源を保全し、持続可能な形で

利用する。 

 

【陸の豊かさも守ろう】 
陸域生態系の保護、回復、持続可

能な利用の推進、持続可能な森林

の経営、砂漠化への対処、ならび

に土地の劣化の阻止・回復及び生

物多様性の損失を阻止する。 

 

【平和と公正をすべての人に】 
持続可能な開発のための平和で

包摂的な社会を促進し、すべての

人々に司法へのアクセスを提供

し、あらゆるレベルにおいて効

果的で説明責任のある包摂的な

制度を構築する。 

 

【パートナーシップで目標を達

成しよう】 
持続可能な開発のための実施手

段を強化し、グローバル・パート

ナーシップを活性化する。 

出典：外務省ホームページ「JAPAN SDGs Action Platform」 

  

SDGｓの17の目標 
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第３節 計画の策定体制 
 

本計画の策定にあたっては、学識経験者と区民委員で構成する「地域保健福祉審議会＊」、同審議

会の学識経験者等と区職員による「総合計画策定研究会」、庁内組織として「総合計画策定委員会」を

設置し、各会において計画内容を検討しました。 

また、パブリックコメントやシンポジウムを通して、区民の意見を計画に反映するよう努めました。 

 
図表 計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域保健福祉審議会 

世田谷区長 

（庁内組織） 

総合計画策定委員会 

答申 諮問 

学識経験者等の参加 提案 

総合計画策定研究会 

助言 提案 

区民意見の反映 
（パブリックコメント、 

シンポジウム等） 

３ 
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第２章  

近年の動向、区の課題 
 

第１節 これまでの区の取組み（成果と課題） 
 

「地域保健医療福祉総合計画（平成２６～令和５年度）」では、「地域包括ケアシステムの推進」、「区

民、事業者等との協働による福祉の地域づくり」、「地域福祉を支える基盤整備」の３つの施策の柱に沿

って取組みを推進してきました。これまでの取組みの成果を３つの柱ごとに振り返ったうえで、保健医

療福祉分野にまたがる課題をまとめます。 

 

地域保健医療福祉総合計画（平成２６～令和５年度）における地域福祉推進の基本的な考え方 

● 高齢者や障害者、子育て家庭、生きづらさを抱えた若者、生活困窮者など、支援を必要とするあらゆ

る人が、身近な地区で相談することができ、多様なニーズに対応した保健、医療、福祉などのサービ

スが総合的に提供される、地域包括ケアシステムの構築を目指します。 

● 地区において、課題の発見・把握から、相談支援、サービス提供、社会資源開発、情報発信を行うな

どの、個別支援と地域支援を組み合わせて支援するコミュニティソーシャルワークを推進します。 

● 地区を中心に地域福祉を推進するという考え方に立ち、地区における地域づくりや地域活動を推進

していきます。 

● 区民や地域福祉活動団体、事業者など、様々な主体が多様性を認めあい、ともに地域の課題に取り

組み、ともに支えあう地域社会づくりを進めます。 

● これまで地域福祉の推進を担ってきた、区民や社会福祉協議会、社会福祉法人等、地域の活動団体

とともに、ＮＰＯ、商店街、民間事業者等の様々な主体と協働し、新たな社会資源の開発や地域づく

りを行います。 

● 区民への総合的な支援を行うためには、従来の保健福祉の関係機関や団体との連携だけでなく、幅

広いネットワークを構築する必要があり、教育関係者や弁護士等の司法関係者、まちづくりに携わる

人々など、区民の生活に関連する幅広い領域で活動する人々と連携し、地域福祉の推進を図ります。 
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（１）「地域包括ケアシステムの推進」に関する取組み 

区では、平成３年（1991年）に地域行政制度を導入し、地区・地域・全区の三層制の区政運営を開始

しました。平成１７年（2005年）には出張所改革を行い、出張所の窓口事務を７箇所の出張所に集約し、

その他の２０箇所を主に地区まちづくりの支援を行うまちづくり出張所としました。その後、名称をまち

づくりセンターと改め、地区及び地域の実態に応じた行政サービスの提供とまちづくりの支援を進めて

います。 

このような地区を中心に据えた体制を土台として活かしながら、平成２６年度（2014年度）からは、

国の示す地域共生社会の考え方に先んじて、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けることがで

きるよう、高齢者だけではなく、障害者、子育て家庭、生きづらさを抱えた若者、生活困窮者など、困り

ごとを抱えたすべての区民を対象として、「医療」、「介護・福祉サービス」、「住まい」、「予防・健康づく

り」、「生活支援」の５つの要素が一体的に提供される「世田谷版地域包括ケアシステム」の推進に取り

組んできました。 

 

図表 これまで推進してきた世田谷版地域包括ケアシステムのイメージ図 
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地域包括ケアの地区展開の実施 

区では、地域包括ケアシステムを区民にとって最も身近な地区で実現するために、平成２６年度

（2014年度）からのモデル実施を経て、平成２８年度（2016年度）から全地区で「地域包括ケアの地区

展開」を実施しました。 

区民が福祉に関する困りごとを抱えた際に、早期に支援につながれるよう、２８地区のまちづくりセン

ター内に、あんしんすこやかセンター＊と社会福祉協議会を一体整備し、「福祉の相談窓口」を設けまし

た。「福祉の相談窓口」では、総合支所のバックアップを受けながら、分野や属性に関わらず、福祉に関

するあらゆる困りごとの相談を受け付けています。アセスメント＊の結果、専門的な支援が必要な場合

には、専門の関係機関に適切に繋げます。 

また、福祉の相談窓口で受け付けた相談から地区の課題を抽出し、三者で連携して地域資源開発を

行う「参加と協働の地域づくり」も実践しました。令和４年（2022年）５月からは、三者に児童館が加わ

り、子ども分野における地域資源開発にも力を入れて取り組んでいます。 

 

図表 地域包括ケアの地区展開イメージ図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 地域包括ケアの地区展開 実施経緯 

平成 26 年（2014 年）10 月 地域包括ケアの地区展開を１地区にてモデル実施（砧） 

平成27 年（2015 年）7 月 地域包括ケアの地区展開を５地区にてモデル実施（砧、池尻、松沢、用賀、上北沢） 

平成28 年（2016 年）7 月 地域包括ケアの地区展開を全地区にて実施 

令和４年（2022 年）5 月 全地区において児童館を加えた四者連携を開始 
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５つの要素（医療、福祉サービス、予防・健康づくり、住まい、生活支援）の充実 

区では、地域包括ケアシステムにおける５つの要素（医療、福祉サービス、予防・健康づくり、住まい、

生活支援）を充実させるため、様々な取組みをしてきました。（第４章第１節（２）、（３）、（４）、（５）、（６）参

照） 

 

地域ケア会議の実施 

地域ケア会議は地域包括ケアシステムを構築するための一つの手法として介護保険法で定められ

た会議で、①個別課題解決、②ネットワーク構築、③地域課題発見、④地域づくり・資源開発、⑤政策

形成という５つの機能があります。 

区では、地域包括ケアシステムを効果的に機能させるため、平成２９年度（2017年度）より、「地区」、

「地域」、「全区」の３層において「地区版地域ケア会議」、「地域版地域ケア会議」、「全区版地域ケア会

議」を実施しています。 

３層での地域ケア会議の積み重ねにより、「身寄りがない方の入院・入所に関する世田谷区版ガイド

ライン」の策定や、世田谷ひきこもり相談窓口「リンク」の開設といった全区的な課題解決の取組みにも

つながっています。 

図表 世田谷区における地域ケア会議 

 地区版地域ケア会議 地域版地域ケア会議 全区版地域ケア会議 

主催者 あんしんすこやかセンター 保健福祉センター保健福祉課 

高齢福祉部介護予防・地域支援課 

保健福祉政策部保健福祉政策課 

概要 個別ケースの課題解決と個別課

題の積み重ねによる地域課題の

抽出及び地域づくり・社会資源

開発を行います。 

地区版地域ケア会議の報告から

地域の課題を抽出し、課題解決

に向けた取組みを行います。地

域では解決できない課題は全

区版地域ケア会議につなぎま

す。 

地区・地域レベルでは解決が困

難な課題を検討し、解決へ向け

た新たな施策の立案や実行につ

なげます。 

機能 ①個別課題の解決 

②ネットワーク構築 

③地域課題発見 

④地域づくり・資源開発 

②ネットワーク構築 

③地域課題発見 

④地域づくり・資源開発 

⑤政策形成 

令和４年度

実績 
144 回 ５０回 1 回 
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認知症施策の総合的な推進 

令和２年（2020年）４月、全区的な認知症施策の中核的拠点として、保健医療福祉総合プラザ内に

「世田谷区認知症在宅生活サポートセンター」を開設しました。もの忘れ相談窓口を担うあんしんすこ

やかセンター等と連携しながら、認知症施策を総合的に推進しています。 

同年１０月には「世田谷区認知症とともに生きる希望条例」を施行し、翌年３月には、認知症施策の一

層の推進のため、上記条例に基づく「世田谷区認知症とともに生きる希望計画」を策定しました。具体

的な事業としては、早期発見をねらいとした、あんしんすこやかセンターごとに実施しているもの忘れチ

ェック相談会や、医師による講演会を地域ごとに実施しています。また、家族への支援として、家族会や

心理相談、家族介護者のためのストレスケア講座の実施や、アウトリーチ事業としてあんしんすこやか

センター及び認知症在宅生活サポートセンターの連携による認知症初期集中支援チーム事業＊及び医

師による認知症専門相談事業を実施しています。 

また、認知症の正しい知識の普及や地域での支え合いの活動への展開を図るため、アクション講座

（世田谷版認知症サポーター養成講座）、軽度認知障害（MCI）の勉強会等を実施しています。 

 
 

 
  

 

 

 

 

おとなでも、こどもでも、誰もが無関係でないのが、認知症です。年齢を重ねると、認知症にな

る可能性が高くなり、高齢化の進展に伴い、認知症の人は年々増え続けています。認知症になっ

てからも、安心して暮らせるまちを区民の皆さんと一緒に作っていくために、区では、令和２年

（2020年）に「世田谷区認知症とともに生きる希望条例」を制定しました。 

認知症になってからも、安心して暮らせるまちの実現に向けて様々な取組み（アクション）が行

われています。そのひとつとして、各地区のあんしんすこやかセンターが中心となって、アクション講

座（世田谷版認知症サポーター養成講座）を開催しています。 

アクション講座では、認知症の本人の体験や思

いを共有したり、認知症について学び、語りあうこ

とで、自分にできることを見つけたり、参加者全員

が認知症を自分ごととして考え、理解を深めてい

きます。 

認知症は誰にとっても身近なものになってきて

います。認知症について正しく理解し、誰もが暮ら

しやすいまちづくりを一緒に考えてみませんか？ 
認知症の本人が参画した 

小学校でのアクション講座の様子 

認知症になってからも、安心して暮らせるまち コラム 




